
事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：平成 23 年 11 月 4 日 

担当部署：農村開発部乾燥畑作地帯課 

１．案件名  

国名：モザンビーク共和国 

案件名：ナカラ回廊農業開発マスタープラン策定支援詳細計画策定調査 

Support for Agriculture Development Master Plan for Nacala Corridor in Mozambique 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

民間投資による持続的農業生産システムの推進や、小規模農家の貧困削減の実現に向けた、

ナカラ回廊地域の社会経済開発に資する農業開発マスタープランを作成する。 

 なお、本調査は日本・ブラジル・モザンビークの三角協力の形態で実施することとし、マス

タープランの策定支援と技術移転については、日本人専門家とブラジル人専門家の双方の投入

により行なう予定である。 

（２）調査期間 

2011 年度中に開始し、18 カ月を想定。 

（３）総調査費用 

約 4.8 億円  

（４）協力相手先機関 

a. 協力相手国実施機関名：モザンビーク農業省 

b. 協力相手国実施機関責任者役職名：モザンビーク農業省次官 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等） 

a. 対象分野： 農業農村開発 

b. 対象地域（想定） 

モザンビーク国内 10 州中、同国北部のナンプラ、ニアサ、ザンベジアの 3州で構成されるナカ

ラ回廊地域 

なお、ナカラ回廊地域を構成する中心的な地域はとしては以下の各郡が想定される。 

・ナンプラ州の対象郡：マレマ、リバウエ、ムルプラ、ナンプラ、メコンタ、モゴヴァロス、

メウカテ、モナポ 

・ニアサ州の対象郡：クアンバ、マンディンバ、ンガウマ、リシンガ 

・ザンベジア州の対象郡：グルエ、アルト モロクエ 

c. 対象者（直接受益者、間接受益者） 

（直接受益者） 

・ナカラ回廊地域の農家約 72 万戸 

・本マスタープラン調査で技術協力を受けるカウンターパート（農業省本省（普及局、農業サ

ービス局各局長級 2名）対象 3州農業局から課長級 3-4 名（地理・登記課、技術課、耕作予報

課等）を想定）計 15 名程度。 

・ナカラ回廊地域における農業事業への国内や海外の投資家 



（間接受益者） 

・ナカラ回廊の農業開発による経済成長によって受益するモザンビーク国民 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点  

モザンビークの農業部門は GNP の 27%、総輸出額の 10%を占め、労働人口の約 80%が従事して

いる基幹産業である。同国北部ナカラ回廊地域の熱帯サバンナ地域は土壌と気候が農業に適し

ており、農業生産拡大の大きな可能性を秘めているものの、開墾が進んでおらず、大部分は農

地として活用されていない。そのうえ、小規模農家は伝統的で簡素な農業技術に依存しており、

土地生産性も低い。こうした背景から、2011 年 4 月より小規模農家の貧困削減、食糧安全保障

の確保、民間投資を活用した経済発展に寄与する熱帯サバンナ地域の農業開発を目指す「日本・

ブラジル・モザンビーク三角協力による熱帯サバンナ農業開発プログラム（ProSAVANA-JBM）」

が開始された。 

 ProSAVANA-JBM の推進において、小規模農家への支援という側面では、農業普及員の絶対数の

不足と、能力の低さが課題として挙げられる。また、投入財、ポストハーベスト施設、流通イ

ンフラ、金融機関などの不足に加えて、脆弱な農民組織と農業省の能力など越えるべきハード

ルは多い。民間投資の誘致に関しては、州によって投資局や農業省内の民間連携機関の州事務

所が設置されていない点や、土地の登記や税務についての複数の省庁間の連携不足など、政府

の体制にも課題が多い。これらの課題に対応する計画を提案し、ナカラ回廊地域の社会経済開

発に資する農業開発マスタープランの策定が求められている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

モザンビークの開発戦略は、「国家開発計画」（2010-2014）、「絶対的貧困削減行動計画」

（2010-2014）、「農業部門開発戦略計画」（2010-2019）、「食糧生産行動計画」（2008-2010）で構

成されている。本調査と関係の深い農業政策は、農業部門開発戦略計画（PEDSA2010-2019）で

ある。 

  PEDSA2010-2019 のビジョンは「競争力があり持続可能な農業部門の達成」である。また戦略

の基軸としては、①食糧安全保障と栄養改善、②国内生産の競争力強化と農家の収入向上、③

天然資源の持続的活用と環境保全、を挙げている。本調査は、ナカラ回廊における持続可能な

農業生産システムの構築を推進する民間投資と、小規模農家の貧困削減による社会と経済の開

発に寄与する農業開発計画の策定を目的としており、PEDSA2010-2019 の目的と合致している。

さらに本調査では、農業環境に基づくゾーニングやサプライチェーンの分析を通じて、ナカラ

回廊地域の農産品の競争力強化策の提案も計画しており、農業部門の競争力強化を目指す

PEDSA2010-2019 との整合性は高い。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

 ナカラ回廊地域においては、USAID により支援を受けた NGO が農民の組織化支援を実施してい

る。また、WFP はナンプラ州において P4P（Purchase for Progress）を展開し、組織化された

農民から食糧援助向け食糧の調達を実施している。本調査では、小規模農家と中大規模農業投



資家の共存を目指したゾーニングを計画しており、上記他機関の行う地域農民支援事業を補完

するものである。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

我が国の対モザンビーク援助展開計画では、援助重点分野として産業活性化、環境・気候変

動対策、保健・医療、教育、ガバナンスとともに回廊開発支援、農業開発を挙げており、本調

査は、このうち回廊開発支援と農業開発に係る主要な支援策と位置付けられている。また、我

が国がその達成に協力している国連ミレニアム開発目標では、絶対的貧困層や飢餓に苦しむ人

口の半減を掲げているが、モザンビークの全人口の 70%が住む農村部では 95%が農業に従事して

おり、その 95%が小規模の貧困農民であることを考えると、本調査は、我が国の援助政策に合致

している。 

また JICA 国別事業展開計画において、本調査は他の ProSAVANA-JBM 関連プロジェクトととも

に「ナカラ回廊開発・整備プログラム」に位置付けられている。同プログラムは、農業開発の

みならず、道路、港湾等の整備の他、今年度内に開始予定の「ナカラ経済回廊地域総合開発戦

略策定調査」において当該地域の総合的な開発計画の策定支援を予定しており、農業分野に特

化した本調査の実施を加えて、プログラムとしてより深い取り組みが期待できる。 

なお、ProSAVANA-JBM は、本年 9月に開催された G20 農業研究会合において我が国とブラジル

によって共同発表されるなど、当プログラムは我が国の外交政策としても重要な位置付けがな

されている。 

 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目 

１）情報の収集と分析 

１－１）モザンビークの農業分野における投資環境（労働、土地の借地権、環境規制、税制等）

の現状把握と分析 

１－２）ナカラ回廊地域における、社会経済統計、既存の包括的経済開発計画と農業開発計画

の再調査 

１－３）社会配慮、ジェンダー、環境配慮の調査 

１－４）農業開発における政府、NGO、ドナー及び民間部門（金融機関含む）の機能及び関与に

係る情報収集 

１－５）農業環境に基づいたナカラ回廊地域のゾーニングの実施 

１－６）ナカラ回廊地域における、農業バリューチェーン及びインフラの調査 

１－７）ナカラ回廊地域における、土地利用の状況調査 

２） 全体像の策定 

２－１）ナカラ回廊地域における農業開発の全体計画の策定 

２－２）モザンビークの農業分野への投資環境改善に向けた提案 

２－３）モザンビークの農業開発関連制度の改善に向けた提案 

２－４) 農民組織化（農村金融を含む）制度の改善に向けた提案 



３） 早急にインパクトの発現が期待できる開発事業（Quick Impact Projects：QIP）の策定 

３－１）上述の基礎調査に基づいた、農業開発の可能性を持つ地域の特性の設定 

３－２）対象地域における QIP の形成 

３－３）QIP の優先順位の決定 

３－４）QIP 実施のための投資家の誘致策 

４） 投資促進にフォーカスした、関係者の参加を促進する方策の策定 

４－１）データブックの作成と投資家への紹介 

４－２）関係者向けのセミナーとワークショップの開催 

 

（２）アウトプット（成果） 

持続的農業生産システムを推進する民間投資や貧困削減を通じたナカラ回廊地域の社会経済開

発に資する農業開発マスタープランが策定される。 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

日本側 

専門家派遣（農業開発、農業インフラ、交通社会インフラ、営農、農民組織化、収穫後処理、

地理情報システム、事業計画/経済・ビジネスモデル分析、投資促進、環境社会配慮、業務調整

等）約 98MM 

（ｂ）その他 研修員受入れ 

なお、ブラジル側の投入として専門家派遣（地理情報システム、土地利用制度、法制度整備、

バリューチェーン分析、アグリビジネス等）、が予定されている。 

 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標 

ナカラ回廊地域における、持続的農業生産システムを推進する民間投資や小規模農家の貧困削

減のため、適切な民間投資の誘致や小農支援事業の実施に活用される。 

 

（２）活用による達成目標  

ナカラ回廊地域において、持続的農業生産システムを推進する民間投資や小規模農家の貧困削

減に資する農業開発事業が実施される。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情  

(a) 政治的要因 

政権及び開発政策の変化による、日伯モ三角協力に対する優先度の低下 

ブラジル政府の対モザンビーク開発援助に対する優先度の低下 

(b) 社会的要因 



食糧価格の高騰などによる社会不安に伴うモザンビーク国内の治安の急速な悪化 

(c) 自然的要因 

豪雨または干ばつなどの災害発生によるナカラ回廊地域の農業環境の悪化 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

「ナカラ回廊農業開発研究・技術移転能力向上プロジェクト」が 2011 年 4 月から５年間の予

定で実施されている。同プロジェクトではナカラ回廊地域に適した土壌改良技術や栽培技術の

開発を目指しているが、進捗が遅れた場合、QIP の計画策定などに影響を与える可能性がある。

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注） 

（１）貧困： 

本調査の実施にあたっては、小規模農家の貧困削減と中大規模商業的農業の誘致が融合する

よう、ゾーニングや QIP の提案に際し、貧困状態にある小規模農民が中大規模商業農業の展開

に際して一方的に不利益を被らないように配慮する。 

 

（２）ジェンダー 

灌漑計画策定時やパイロット地域を対象としたプロジェクトの立案にあたっては、地元の女

性（特に寡婦など）に確実に被益するよう、ステークホルダー会議等への参加に配慮する。こ

れまでも、オランダ系 NGO の支援を受けた農民連合（IKURU）における女性の相互扶助活動など、

ジェンダーへの配慮がみられた好例があることから、これらの組合の活動を検証し、女性意見

の有効な反映方法を検討する。 

 

（３）環境 

モザンビークの環境法、JICA 環境社会配慮ガイドライン、責任ある農業投資方針（RAI）を順

守するとともに、PEDSA2010-2019 が掲げる持続可能な土地、水資源、森林資源および野生生物

の利用が達成できる計画とするよう配慮する。また、ゾーニングを決定する際には環境社会配

慮の視点を入れるとともに、非自発的住民移転が発生しないよう考慮する。企業による大規模

農業を実施する場合は、保全区域の設定、保全区域への住民の立ち入り許可、薪など自然資源

の採取の許可なども検討する。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

「日・ブラジルセラード農業開発協力事業」1979-2001： 

同事業で行った農業開発における環境保全技術は、ブラジルのセラード地域と農業環境が近

いナカラ回廊において環境保全と農業開発を両立する上で重要な教訓になりうる。 

「モザンビーク国ショクエ灌漑スキーム小規模農家稲作生産性向上プロジェクト」2011-2015：

小規模農家を対象にした農業技術の改善、灌漑水利技術の向上、営農体制の強化、市場を見

据えた生産等を技術指導した経験が活用できる。さらにショクエ地域の、灌漑公社、農業試験

場、郡経済活動事務所の連携を強化したモデルも、ナカラ回廊地域における農業試験場、州農

業局、郡経済活動事務所の連携強化に役立てることができる。 



９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

（ａ）活用の進捗度 

・本調査で提案された農業開発計画がモザンビーク政府により自律的に運用される 

・本調査のカウンターパートの農業開発計画策定能力が向上する 

・本調査で提案された制度改善が実施される 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

・モザンビーク政府によるナカラ回廊地域での農業開発プロジェクトの実施数 

・モザンビーク政府を支援するドナーによるナカラ回廊地域での農業開発プロジェクトの実

施数 

・民間の投資家によって出資された、本調査が提案する農業開発プロジェクトの数 

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期 

 ・調査終了 3年後の評価 

 ・必要に応じてのフォローアップ調査実施 

 

（注）調査にあたっての配慮事項 


